｢千葉市立新病院開院総合支援業務委託｣
簡易公募型プロポーザル
提出書類の様式
	様式第１号
	質問書

	様式第２号
	プロポーザル参加申込書

	様式第３号
	参加者の業務実績

	様式第４号
	業務提案書表紙

	様式第５号の１
様式第５号の２
	誓約書

	様式第６号
	統括責任者の業務実績

	様式第７号
	主任担当者の業務実績

	様式第８号
	業務実施体制

	様式第９号
	業務実施スケジュール

	様式第１０号
	業務提案：運営計画策定支援業務

	様式第１１号
	業務提案：医療機器整備支援業務

	様式第１２号
	業務提案：移転計画策定支援業務

	様式第１３号
	プロジェクト管理方法

	様式第１４号
	新病院開院に向けて想定される課題と解決に向けた取り組み方法

	様式第１５号
	協力会社届出書

	任意書式
	参考見積書

	
	以下、空白


　

（様式第１号）
令和　　年　　月　　日
　（あて先）千葉市病院事業管理者　　
質問書
	質問者
	会社名
	

	
	所属
	

	
	担当者名
	

	
	電話番号
	

	
	ファックス番号
	

	
	電子メールアドレス
	


千葉市立新病院開院総合支援業務委託の簡易公募型プロポーザルについて、次の項目を質問します。
※質問がない場合は、質問書を提出する必要はありません。
※欄が不足する場合には、適宜、作成してください。
	No
	資料名
ページ
項番や表題等
	質　問　事　項

	例
	簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公表
P.1
３　参加資格要件について
	

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	


（様式第２号）
令和　　年　　月　　日
　（あて先）千葉市病院事業管理者　　
   　　　　　　　 　　　　　　参加者の所在地
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
プロポーザル参加申込書
業務名　：千葉市立新病院開院総合支援業務委託
標記業務に係るプロポーザルへの参加を申し込みます。
	連絡先
	担当者
	

	
	担当者部署
	

	
	電話番号
	

	
	電子メール
	

	提出書類
	


（様式第３号）参加者の業務実績
会社名：
受託業務実績を契約単位で記入してください。（最大３件まで）
	番号
	業務名称
	発注者
	施設の概要
	業務期間
	実施支援業務

	
	
	
	病床数
	ICU
	救急
	周産期
	
	運用
	医療機器
	移転
	その他

	例）
	〇〇〇支援業務委託
	千葉市
	500
床
	6
床
	〇
	
	2017年01月 - 2020年03月
	○
	○
	
	○

	
	
	
	
	
	
	
	39ヵ月
	
	
	
	

	１
	
	
	床
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	床
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	床
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	記載上の注意
※　ICU、救急、周産期機能を有する病院で複数業務を受託した実績を優先し、業務完了日が直近のものから記載してください（最大３件）。
※　病床数は、病床区分に関わらず、当該施設に許可された総病床数を記入してください。
※　ICUには、特定集中治療室管理料、救命救急入院料、脳卒中ケアユニット入院医療管理料、小児特定集中治療室管理料、母体・胎児集中治療室管理料、新生児（特定）集中治療室管理料を算定する病床数の総和を記入してください。

※　救急には、都道府県または市区町村から、二次救急または三次救急医療機関として指定されている場合に「〇」を記入してください。
※　周産期には、周産期医療センター（総合・地域を問わず）として指定を受けている場合に「〇」を記入してください。
※　実施支援業務には、当該業務実績で実施した支援業務に該当するものに「〇」を記入してください。

※  元請としての業務実績であることを確認できる契約書鑑の写し及び業務名と実施業務が確認できる仕様書の写しを、本様式の後に添付してください。


（様式第４号）

令和　　年　　月　　日

　（あて先）千葉市病院事業管理者　　

   　　　　　　　 　　　　　　応募者の所在地
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
業務提案書
業務名　：千葉市立新病院開院総合支援業務委託
標記業務について業務提案書を提出します。

	所属
	

	担当者
	

	電話番号
	

	ファックス番号
	

	電子メールアドレス
	


（様式第５号の１）
誓　　約　　書
（その１）
 　　令和　　年　　月　　日
　（あて先）千葉市病院事業管理者　　
   　　　　　　　 　　　　　　応募者の所在地
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
 　　　　　　　　　　　　　　 担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　今般の「千葉市立新病院開院総合支援業務委託」のプロポーザルへの参加に関し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律等の規定に抵触する行為は行っていないことを誓約し、この誓約書の写しが、公正取引委員会及び千葉県警察に送付されても異議ありません。また、千葉市暴力団排除条例第９条に規定する暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当しないことを誓約し、当該事実を確認するため、千葉県警察に照会されても異議ありません。なお、千葉市内において、都市計画法に違反していないことも併せて誓約します。
（様式第５号の２）
誓　　約　　書
（その２）
令和 　　年 　　月 　　日

　（あて先）千葉市病院事業管理者　　
   　　　　　　　 　　　　　　所在地又は住所
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
 　　　　　　　　 　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　印
当社は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であり、かつ次の各号にも該当しない者であることを誓約します。
1 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者
2 千葉市立新病院開院総合支援業務委託のプロポーザルへの参加表明書提出日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者
3 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者
4 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされていない者
5 千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置要領（昭和６０年８月１日施行）及び千葉市建設工事請負業者等指名停止措置要領（平成２９年５月２３日施行）に基づく指名停止措置等を参加表明書の提出日から契約の締結日までの間に受けている者
6 法人税並びに消費税及び地方消費税を完納していない者
7 千葉市内に本店又は営業所等を有する者にあっては、千葉市税（延滞金を含む）を完納していない者
8 千葉市内に本店又は営業所等を有する者で、個人住民税の特別徴収を行うべき者にあっては、個人住民税の特別徴収を行っていない者
（様式第６号）統括責任者の業務実績
	１　氏名
	
	２　生年月　　　　　　　　　　　　年　　　　　月

	３　会社名・所属・役職


４　業務実績：過去１０年間で統括責任者として業務した実績を契約単位で記入してください。（最大３件まで）
	番号
	業務名称
	発注者
	施設の概要
	業務期間
	実施支援業務

	
	
	
	病床数
	ICU
	救急
	周産期
	
	運用
	医療機器
	移転
	その他

	例）
	〇〇〇支援業務委託
	千葉市
	500
床
	6
床
	〇
	
	2017年01月 - 2020年03月
	○
	○
	
	○

	
	
	
	
	
	
	
	39ヵ月
	
	
	
	

	１
	
	
	床
	床
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	床
	床
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	床
	床
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	記載上の注意
※　ICU、救急、周産期機能を有する病院で複数業務を受託した実績を優先し、業務完了日が直近のものから記載してください（最大３件）。
※　その他各項目の記載内容は、（様式第３号）参加者の業務実績の記載上の注意に書かれた通り記入してください。

※  業務実績を確認できる契約書鑑の写し、業務名と実施業務が確認できる仕様書の写し、統括責任者であることを確認できる体制図等を、本様式の後に添付してください。


（様式第７号）主任担当者の業務実績
	１　氏名
	２　生年月　　　　　　　年　　　月

	３　会社名・所属・役職　　　　
	

	５　担当予定業務（複数業務の主任担当者を兼務する場合は、兼務予定の業務すべてにチェックしてください）
□１．運営計画　　　　　　　□２．経営計画　　　　　　　　　□３．業務委託計画　　　　　　□４．民間活力活用計画　　　□５．物流計画　
□６．医療機器整備計画　　　□７．什器備品整備計画　　　　　□８．医療情報システム整備計画　　□９．移転計画　　　　　　　□10．その他計画


４　業務実績：過去１０年間で業務した実績を契約単位で記入してください。（最大２件まで）
	番号
	業務名称
	発注者
	施設の概要
	業務期間
	実施支援業務
	主担当業務

	
	
	
	病床数
	ICU
	救急
	周産期
	
	運用
	医療機器
	移転
	その他
	

	例）
	〇〇〇支援業務委託
	千葉市
	500
床
	6
床
	〇
	
	2017年01月 - 2020年03月
	○
	○
	
	○
	５

	
	
	
	
	
	
	
	39ヵ月
	
	
	
	
	

	１
	
	
	床
	床
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	床
	床
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	記載上の注意
※　担当予定業務には、本業務において主任担当者として配置予定の業務にチェックを入れてください。複数業務の主任担当者を兼務する場合は、兼務予定業務すべてにチェックを入れてください。

※　業務実績は、ICUを有し、救急、周産期機能を有する病院を優先し、その中で病床数の大きいものから記載してください（最大２件）。
※　主担当業務には、当該業務実績で主に担当した業務を、「５　担当予定業務」から選択し、番号を入力してください。

※　その他各項目の記載内容は、（様式第３号）参加者の業務実績の記載上の注意に書かれた通り記入してください。

※  業務実績を確認できる契約書鑑の写し、業務名と実施支援業務が確認できる仕様書の写し、主任担当者が携わったことを確認できる体制図等を、本様式の後に添付してください。
※　様式第７号は、本業務に配置予定の主任担当者数分提出してください。


（様式第８号　A4縦　業務提案書様式）
業務実施体制
	


（様式第８号　A4横　業務提案書様式）
業務実施体制
	


（様式第９号　A3横　業務提案書様式）
業務実施スケジュール
	


（様式第１０号　A4縦　業務提案書様式）
業務提案：運営計画策定支援業務
	


（様式第１０号　A4横　業務提案書様式）
業務提案：運営計画策定支援業務
	


（様式第１１号　A4縦　業務提案書様式）
業務提案：医療機器整備支援業務
	


（様式第１１号　A4横　業務提案書様式）
業務提案：医療機器整備支援業務
	


（様式第１２号　A4縦　業務提案書様式）
業務提案：移転計画策定支援業務
	


（様式第１２号　A4横　業務提案書様式）
業務提案：移転計画策定支援業務
	


（様式第１３号　A4縦　業務提案書様式）
プロジェクト管理方法
	


（様式第１３号　A4縦　業務提案書様式）
プロジェクト管理方法
	


（様式第１４号　A4縦　業務提案書様式）
新病院開院に向けて想定される課題と解決に向けた取り組み
	


（様式第１４号　A4横　業務提案書様式）
新病院開院に向けて想定される課題と解決に向けた取り組み
	


（様式第１５号）

令和　　年　　月　　日

　　（あて先）千葉市病院事業管理者　
   　　　　　　　 　　　　　　参加者の所在地
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
協力会社届出書
委託名　：千葉市立新病院開院総合支援業務委託　
標記委託を実施するに際して以下の協力会社を届出するとともに、当該企業が担当する業務を届出します。
	協力会社１
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	

	
	担当する業務
	□運営計画　　　　　　□経営計画　　　　　　　□業務委託計画
□民間活力活用計画　　□物流計画　　　　　　　□医療機器整備計画
□什器備品整備計画　　□医療情報システム整備計画　□移転計画　　　　
□その他計画（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	協力会社２
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	

	
	担当する業務
	□運営計画　　　　　　□経営計画　　　　　　　□業務委託計画
□民間活力活用計画　　□物流計画　　　　　　　□医療機器整備計画
□什器備品整備計画　　□医療情報システム整備計画　□移転計画　　　　
□その他計画（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　※協力会社による単体での参加申込書提出は認めない。
　※協力会社が他の参加者の協力会社と重複する届出は認めない。
※欄が不足する場合には、追加して使用すること。
※新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律第３条又は地方税法附則第５９条による猶予制度の適用を受けている場合は、その旨を追記し、項目を修正してください。





【本囲みは削除して使用すること】
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